
 

－54－ 

８．環境に関する情報の公開について 

 ８－１．貴社では、環境に関するデータ、取組等の情報を公開していますか。 
    ①一般に情報を公開している 
    ②一部の人に情報を公開している 
    ③情報の公開はしていない 
    ④その他 

 上場企業、非上場企業ともに、「情報の公開はしていない」と回答した企業が４１．８％、５９．７％と最
も多く、「一般に情報を公開している」と回答した企業は、上場企業で３８．９％、非上場企業で１９．７％
となっており、「一部の人に情報を公開している」の１２．１％、１０．７％と合わせると、情報を公開して
いる企業は、上場企業で５１．０％、非上場企業で３０．４％となっている。 
 昨年度と比べると、「一般に情報を公開している」企業は、上場企業で１１．２ポイント、非上場企業で３．
０ポイント共に増加しており、経年でみても増加傾向にある。 
 業種別にみると、「一般に情報を公開している」企業は、上場企業、非上場企業ともに、「電気・ガス等供
給業」が他の業種に比べて割合が高く、上場企業では、次いで「運輸・通信業」｢製造業｣、非上場企業では、
｢製造業｣「卸売業」となっている。 
 売上高別にみると、上場企業、非上場企業ともに、売上高が高い企業ほど「一般に公開している」企業の割
合が高い傾向が見られる。 
 

情報公開について

21.9

27.7

38.9

13.8

13.2

12.1

55.8

50.5

41.8

7.8

8.5

5.8

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成１０年度

N=1051

平成１１年度

N=1147

平成１２年度
N=1170

①一般に公開している

②一部の人に公開している

③情報公開はしていない

④その他

回答なし

上　場上　場上　場上　場

 

情報公開について

13.1

16.7

19.7

7.8

9.1

10.7

70.5

66.3

59.7

7.2

6.7

8.1

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成１０年度

平成１1年度

平成１2年度
①一般に公開している

②一部の人に公開している

③情報公開はしていない

④その他

回答なしN=1620

N=1609

非上場非上場非上場非上場

N=1519

 



 

－55－ 

 
 

上場企業クロス業種

①一般に
情報を公
開してい
る

②一部の
人に公開
している

③情報公
開はして
いない

④その他 回答なし 回答なし

合計
n = 1170

建設業
n = 99

製造業
n = 757

電気ガス等供給業
n = 17

運輸・通信業
n = 41

卸売業
n = 75

小売業・飲食店
n = 76

金融･保険業
n = 43

不動産業
n = 11

サービス業
n = 45

その他
n = 6

回答なし
n = 0

0 25 50 75 100 (%)

38.9

38.4

41.9

88.2

46.3

33.3

27.6

16.3

9.1

22.2

33.3

12.1

7.1

14.1

5.9

4.9

8.0

17.1

7.0

4.4

16.7

41.8

48.5

37.3

5.9

41.5

48.0

48.7

65.1

90.9

62.2

33.3

5.8

5.1

5.7

9.3

5.3

11.6

4.4

16.7

4.9

6.7

電気・ガス等供給業



 

－56－ 

 
 

非上場企業クロス業種

①一般に
情報を公
開してい
る

②一部の
人に公開
している

③情報公
開はして
いない

④その他 回答なし 回答なし

合計
n = 1519

建設業
n = 77

製造業
n = 577

電気・ガス等供給業
n = 7

運輸・通信業
n = 115

卸売業
n = 80

小売業・飲食店
n = 148

金融・保険業
n = 84

不動産業
n = 6

サービス業
n = 349

その他
n = 76

回答なし
n = 0

0 25 50 75 100 (%)

19.7

14.3

30.2

42.9

13.9

20.0

18.2

7.1

12.0

6.6

10.7

7.8

19.6

9.5

5.4

7.9

59.7

68.8

39.0

57.1

72.2

62.5

68.2

82.1

100.0

74.8

72.4

8.1

9.1

10.6

7.8

10.0

7.1

6.3

7.9

5.2

5.3



 

－57－ 

 
 

上場企業クロス売上高 

①一般に 
情報を公 
開してい 
る 

②一部の 
人に公開 
している 

③情報公 
開はして 
いない 

④その他 回答なし 回答なし 

合計 
n = 1170 

500 億円未満 
n = 482 

1 千億円未満 
n = 216 

5 千億円未満 
n = 337 

1 兆円未満 
n = 63 

1 兆円以上 
n = 70 

回答なし 
n = 2 

0 25 50 75 100 (%) 

38.9 

19.5 

29.6 

54.9 

87.3 

80.0 

50.0 

12.1 

11.4 

17.1

12.8 

4.8 

5.7 

41.8 

63.1 

41.2 

24.9 

7.9 

8.6 

50.0 

5.8 

4.8

10.6 

5.3 

5.7 

非上場企業クロス売上高 

①一般に 
情報を公 
開してい 
る 

②一部の 
人に公開 
している 

③情報公 
開はして 
いない 

④その他 回答なし 回答なし 

合計 
n = 1519 

50 億円未満 
n = 163 

100 億円未満 
n = 167 

500 億円未満 
n = 728 

1000 億円未満 
n = 238 

1000 億円以上 
n = 220 

回答なし 
n = 3 

0 25 50 75 100 (%) 

19.7 

15.3

7.8 

17.6 

29.4 

29.1 

10.7 

8.0

5.4 

12.2 

12.2 

10.5 

59.7 

65.6

77.8 

59.9 

52.5 

48.2 

100.0 

8.1 

7.4

5.4 

9.2 

5.5 

10.0 



 

－58－ 

 ⇒①または②に○をした企業について、次の質問に回答してもらった。 

 ８－２．貴社での公開情報の内容はどのようなものでしたか。（複数回答可）  
    ①環境に関する経営方針 
    ②事業活動に伴う環境負荷（ＮＯｘ、ＳＯｘ、二酸化炭素の排出量） 
    ③化学物質の使用量 
    ④法規制されていない化学物質の排出量 
    ⑤環境に関する目標 
    ⑥環境に関する具体的な行動計画 
    ⑦環境に関する具体的な取組の状況 
    ⑧環境会計 
    ⑨環境監査等の結果  
    ⑩環境に関する事故、苦情等の状況 
    ⑪その他 

 上場企業、非上場企業ともに、「環境に関する経営方針」と回答した企業が８９．８％、８４．０％
と最も多く、次いで上場企業では「環境に関する具体的な取組の状況」の６７．７％、「環境に関する
目標」の６４．８％などとなっており、非上場企業では「環境に関する目標」の５５．１％、「環境に
関する具体的な取組の状況」の５１．４％などとなっている。本年度より新設した「環境会計（昨年度
は環境保全コスト）」は、それぞれ２７．０％、１６．０％となっている。 
 昨年度と比べると、上場企業、非上場企業ともにほとんどの項目で増加傾向にあり、上場企業、非上
場企業とも「環境に関する目標」と回答した企業がそれぞれ６．６ポイント、８．３ポイントと大幅な
増加となっている。 
 
 



 

－59－ 

 
 

公開情報の内容

1.3

6.4

9.3

10.4

58.9

49.6

52.5

9.3

13.1

34.7

82.4

0.4

7.0

11.5

13.0

20.9

65.0

53.3

58.2

13.4

19.6

41.4

88.7

0.8

9.2

15.1

15.7

27.0

67.7

54.3

64.8

12.4

25.8

46.2

89.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答なし

⑪その他

⑩事故・苦情等の状況

⑨環境監査等の結果

⑧環境会計

⑦環境に関する取組の状況

⑥環境に関する行動計画

⑤環境に関する目標

④法規制ない化学物質排出量

③化学物質の使用量

②事業活動に伴う環境負荷

①環境に関する経営方針

平成１２年度
N=597

平成１１年度
N=469

平成１０年度
N=375

上　場上　場上　場上　場



 

－60－ 

 
 
 

公開情報の内容

1.2

6.3

10.1

7.4

47.6

33.9

41.1

6.8

14.0

26.8

73.2

0.7

5.0

8.4

9.4

8.4

51.1

38.6

46.8

6.0

14.6

26.9

0.2

6.7

10.6

13.6

16.0

51.4

42.8

55.1

8.0

21.4

33.3

79.4
84.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答なし

⑪その他

⑩事故・苦情等の状況

⑨環境監査等の結果

⑧環境会計

⑦環境に関する取組の状況

⑥環境に関する行動計画

⑤環境に関する目標

④法規制ない化学物質排出量

③化学物質の使用量

②事業活動に伴う環境負荷

①環境に関する経営方針

平成１2年度

平成１1年度

平成10年度
N=336

N=463
非上場非上場非上場非上場

N=417

 



 

－61－ 

 
 ８－３．貴社では、どのような方法で情報を公開していますか。（複数回答可） 
    ①環境に関する報告書等により情報を提供している 
    ②環境に関するパンフレットや小冊子により情報を提供している 
    ③会社案内等のパンフレット等の一部に記載している 
    ④有価証券報告書、営業報告書の一部に記載している 
    ⑤会社のホームページに掲載する等インターネットにより情報を提供している 
    ⑥その他 

 上場企業、非上場企業ともに「会社のホームページに掲載する等インターネットにより情報を提供し
ている」と回答した企業が７０．５％、４０．２％と最も多く、次いで、上場企業では「環境に関する
報告書等により情報を提供している」の４５．９％、「会社案内等のパンフレット等の一部に記載して
いる」の３７．５％などとなっており、非上場企業では「環境に関するパンフレットや小冊子により情
報を提供している」の３５．６％「環境に関する報告書等により情報を提供している」の３３．７％な
どとなっている。 
 昨年度と比べると、上場企業、非上場企業ともに、「会社のホームページに掲載する等インターネッ
トにより情報を提供している」と回答した企業が２１．７ポイント、１４．８ポイントと大幅に増加し
ており、上場企業、非上場企業で「環境に関する報告書等により情報を提供している」と回答した企業
がそれぞれ８．６ポイント、１０．９ポイント増加している。 
 

 
 
 

情報公開の方法

3.2

20.0

38.4

18.1

43.5

30.9

1.1

16.4

48.8

20.0

38.2

43.7

37.3

2.8

10.1

70.5

20.4

37.5

33.5

45.9

38.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

回答なし

⑥その他

⑤インターネット

④有価証券報告書等

③会社案内等の一部

②環境パンフレット・小冊子

①環境報告書等

平成１２年度
N=597

平成１１年度
N=469

平成１０年度
N=375

上　場上　場上　場上　場

 



 

－62－ 

 
 

情報公開の方法

7.7

25.3

17.0

2.7

21.7

42.9

24.1

2.4

29.5

25.4

2.6

25.4

37.2

22.8

1.5

20.3

40.2

2.6

27.2

35.6

33.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

回答なし

⑥その他

⑤インターネット

④有価証券報告書等

③会社案内等の一部

②環境パンフレット・小冊子

①環境報告書等

平成１2年度

平成１1年度

平成１０年度
N=336

N=463
非上場非上場非上場非上場

N=417

 



 

－63－ 

 
 ８－４．貴社での公開の目的はなんですか。該当する番号全てに○をつけてください。 
                                     （複数回答可） 
    ①情報提供等の社会的な責任により公開している 
    ②利害関係者とのコミュニケーションのために公開している 
    ③自社における環境に関する取組のＰＲのために公開している 
    ④社員等への環境に関する教育のために公開している 
    ⑤欧米等における情報公開制度にならい公開している 
    ⑥その他 

 上場企業では、「情報提供等の社会的な責任により公開している」と回答した企業が７１．２％と最
も多く、次いで「利害関係者とのコミュニケーションのために公開している」の６９．２％、「自社に
おける環境に関する取組のＰＲのために公開している」の６８．８％などとなっている。 
 非上場企業では、「利害関係者とのコミュニケーションのために公開している」と回答した企業が６
３．１％と最も多く、次いで「自社における環境に関する取組のＰＲのために公開している」の６０．
９％、「情報提供等の社会的な責任により公開している」の６０．０％などとなっている。 
 昨年度と比べると、上場企業では割合の高い項目の傾向は同じであるが、「利害関係者とのコミュニ
ケーションのために公開している」企業が７．２ポイント、「社員等への環境に関する教育のために公
開している」が３．７ポイント増加し、その他の項目は減少している。 
 
 

情報公開の目的

1.3

5.1

3.5

49.1

64.0

74.1

0.9

1.9

2.3

48.4

69.9

62.0

71.9

1.2

1.8

2.2

52.1

68.8

69.2

71.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

回答なし

⑥その他

⑤欧米等にならい公開

④社員等の環境教育

③ＰＲ

②コミュニケーショ ン

①社会的責任

平成１２年度
N=597

平成１１年度
N=469

平成１０年度
N=375

上　場上　場上　場上　場

 



 

－64－ 

 
 

情報公開の目的

0.6

3.0

1.3

40.4

60.9

63.1

60.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

回答なし

⑥その他

⑤欧米等にならい公開

④社員等の環境教育

③ＰＲ

②コミュニケーショ ン

①社会的責任

非上場非上場非上場非上場
N=463

　■平成12年度

 
 



 

－65－ 

 
 ８－５．貴社では、公開している環境に関する情報の内容について、どのように信頼性を確保していますか。 
 （複数回答可） 
    ①情報の内容の正確性等について、第三者機関による検証や監査を受け、その結果を環境報告書等に

掲載している 
    ②環境保全に関する取組状況等について、外部の学識経験者・専門家等から意見を聞き、その結果を

環境報告書等に掲載している 
    ③環境マネジメントシステムを導入する等により、厳格な内部管理・監査を実施している 
    ④ＧＲＩ（Global Reporting Initiative）やＵＮＥＰ（国連環境計画）等の第三者機関が発行した

環境報告のガイドラインに則って環境報告書等を作成している 
    ⑤環境報告書に意見送付用のアンケート用紙を添付したり、インターネットで意見送信できるように

し、外部からの意見・要望を受け付けられるようにしている 
    ⑥信頼性の確保のための取組は特に行っていない 
    ⑦その他 

 上場、非上場企業ともに「環境マネジメントシステムを導入する等により、厳格な内部管理・監査を
実施している」と回答した企業が６２．８％、６４．８％と最も多く、「環境報告書に意見送付用のア
ンケート用紙を添付したり、インターネットで意見送信できるようにし、外部からの意見・要望を受け
付けられるようにしている」は３１．７％、１３．８％、「情報の内容の正確性等について、第三者機
関による検証や監査を受け、その結果を環境報告書等に掲載している」の７．２％、１０．２％などと
なっている。また、「信頼性の確保のための取組は特に行っていない」企業は、それぞれ２１．９％、
２０．５％となっている。 
 
 

情報の信頼性の確保

2.3

3.2

21.9

31.7

8.0

62.8

3.9

7.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

回答なし

⑦その他

⑥特に行っていない

⑤外部の意見・要望を受付

④ＧＲＩガイドライン等を参考

③厳格な内部管理・監査

②学識経験者等から意見を聞く

①第三者機関の検証・監査

上　場上　場上　場上　場
N=597

　■平成12年度

 



 

－66－ 

 
 

情報の信頼性の確保

2.2

3.7

20.5

13.8

3.5

64.8

4.5

10.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

回答なし

⑦その他

⑥特に行っていない

⑤外部の意見・要望を受付

④ＧＲＩガイドライン等を参考

③厳格な内部管理・監査

②学識経験者等から意見を聞く

①第三者機関の検証・監査

非上場非上場非上場非上場
N=463

　■平成12年度

 



 

－67－ 

 
 ８－６．環境報告書等による環境情報の公開と環境コミュニケーションを推進していくためには、どのような支援

策が必要と考えますか。（複数回答可）  
    ①優れた環境報告書等の表彰 
    ②セミナーやシンポジウムの開催等による情報提供 
    ③環境報告書の内容全般に関する指針、ガイドラインの作成 
    ④環境負荷（二酸化炭素、廃棄物排出量等）等のデータの集計・表示方法に関する指針、ガイドラインの作

成 
    ⑤環境報告書等の信頼性を確保するための検証・監査等の仕組みの整備 
    ⑥環境報告書等の入手や閲覧を容易にするような情報システムの整備  
    ⑦その他 

 上場企業、非上場企業ともに、「環境報告書の内容全般に関する指針、ガイドラインの作成」と回答した企
業が６７．０％、５２．２％と最も多く、次いで「環境負荷等のデータの集計・表示方法に関する指針、ガイ
ドラインの作成」の５４．４％、４０．２％などとなっている。 
 昨年度と比べると、上場企業では「環境報告書等の信頼性を確保するための検証・監査等の仕組みの整備」
が２．７ポイント増加し、その他の項目は減少している。非上場企業では、「環境報告書等の入手や閲覧を容
易にするような情報システムの整備」が４．４ポイント増加している。 
 
 
 

環境コミュニケーションの推進
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回答なし

⑦その他

⑥情報システムの整備

⑤信頼性確保の仕組の整備

④環境情報集計等の指針等

③環境報告書等の指針等

②セミナー等による情報提供

①環境報告書等の表彰

平成１２年度
N=1170

平成１１年度
N=1147

上　場上　場上　場上　場
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環境コミュニケーションの推進
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18.0

40.2

52.2

36.9

8.3
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回答なし

⑦その他

⑥情報システムの整備

⑤信頼性確保の仕組の整備

④環境情報集計等の指針等

③環境報告書等の指針等

②セミナー等による情報提供

①環境報告書等の表彰

平成１２年度

平成１1年度

N=1620

N=1519

非上場非上場非上場非上場

 


